
指数項目 内　　容 鹿屋市
29 年度 30 年度

①財政力指数
　（３か年平均）

　地方公共団体の財政力を判断する指標で、「基本的な財政
運営を行うための経費」を「市税などの独自の収入」でどれ
だけ賄えているかを示す数字です。
　一般的に「１」に近いほど、さらに「１」を超えるほど財
政力が強いとされています。

0.48 0.48

②経常収支比率
　財政構造の弾力性を判断する指標で、「歳出の経常的経費
に充当された一般財源等」が「歳入の経常一般財源等」に占
める割合です。
　比率が低いほど財政構造に弾力性があるとされています。

90.8％ 90.2％

③実質赤字比率

健
全
化
判
断
比
率

�　一般会計等の赤字の程度を示す比率です。
　一般会計等における実質収支は黒字のため、「－」で表示
しています。

ー
（黒字）

－
（黒字）

④連結実質
　赤字比率

　全ての会計の赤字の程度を示す比率です。
　全ての会計において実質収支は黒字のため、「－」で表示
しています。

ー
（黒字）

－
（黒字）

⑤実質公債費比率
　（３か年平均）

�　収入に対する公債費の占める割合で、数字が小さいほど借
金返済額が少ないということです。
　実質公債費比率が 18％以上の団体は、資金を借り入れる
際に国の許可を要し、25％以上の団体は、実質公債費比率
の区分に応じて、資金の借り入れができなくなります。

7.2％ 6.7％

⑥将来負担比率
　市の実質的な借金が歳入の何年分かを示したもので、数字
が少ないほど将来負担が少ないということです。
　地方債残高などの将来負担すべき負債を基金などで返済
可能なため、「－（将来負担なし）」で表示しています。

ー
（将来負担なし）

ー
（将来負担なし）

⑦資金不足比率

　公営企業会計ごとの資金不足額の事業規模に対する比率
です。鹿屋市はすべての公営企業において資金不足がないた
め、「－」で表示しています。

（鹿屋市の公営企業会計：水道事業会計、公共下水道事業会
計、下水道特別会計）

－
（資金不足なし）

－
（資金不足なし）

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づき、地方公共団体は毎年度、「実質的な赤字や実質的な将来負担等に

係る指標（健全化判断比率）」と「公営企業の資金不足率（資金不足比率）」を公表することとなっています。平成 30 年

度は次のとおりで、いずれの指標も国が「健全」と定める基準の範囲内にあります。

■ 市民１人当たりの歳出決算額と主な事業　～市民１人当たり 525,272 円  のお金が使われました～

民生費 総務費 農林水産業費 教育費
決算額 194,894円  （37.1%） 51,087円  （9.7%） 27,932円  （5.3%） 62,985円  （12.0%）

主
な
事
業

子ども・高齢者・障がい者等
の福祉増進などに
● 幼稚園･保育所等給付費
● 自立支援給付事業
● 生活保護事業

地域振興や光ブロードバン
ド整備などに
● ふるさとPR促進事業
● 情報インフラ整備事業
● 町内会経費

農林水産業振興などに

● 畜産クラスター事業 
● 県営土地改良事業 
● 漁業付加価値向上対策事業

学校の管理運営や施設整備
などに
● 小学校校舎増改築事業
● 中学校校舎大規模改造事業
● 鹿屋女子高等学校施設整備事業

公債費 土木費 衛生費 災害復旧費
決算額 42,630円  （8.1%） 29,512円  （5.6%） 26,314円  （5.0%） 16,786円  （3.2%）

主
な
事
業

これまでの施設整備などで
借りたお金の返済に

道路・公園・市営住宅の整備
推進に
● 道路整備・維持・修繕
● 都市公園等維持管理経費 
● 排水路整備事業

ごみ・し尿の処理、健康管理
などに
● 予防接種事業 
● 小型合併処理浄化槽設置整備事業 
● 妊産婦・乳幼児健康診査事業

災害復旧のために

● 道路・橋りょう・河川災害復旧
● 農業用施設災害復旧

消防費 商工費 議会費 その他の経費
決算額 14,988円  （2.9%） 6,756円  （1.3%） 2,855円  （0.6%） 48,533円  （9.2%）

主
な
事
業

消防や救急業務などに

● 消防組合負担金
● 消防団経費
● 消防団資機材・施設経費

商工業・観光振興に

● 市民交流センター等管理運営経費
● 商工業活性化推進事業
● 観光施設の維持管理に要する経費

議員の報酬や議会運営に

● 議会経費

雇用対策や預貯金に

● シルバー人材センター補助事業
● 勤労者サービスセンター補助
● 財政調整基金などの基金積立

※金額は、一般会計歳出決算額を、平成31年3月31日現在の住民基本台帳人口101,102人で割ったものです。

■ 補助金の状況
　平成30年度一般会計における補助金の歳出決算額は23億9,028万円で、次の事業等に支出されています。

区　分 金　額 内　　　訳

議 会 費 539万円 政務活動費

総 務 費 4億1,994万円 情報インフラ整備事業（2億9,670万円）、総合交通対策事業（7,187万円）など

民 生 費 4億7,903万円 子育て支援施設整備事業（2億9,450万円）、社会福祉協議会補助事業（8,431万円)など

衛 生 費 1億7,592万円 小型合併処理浄化槽設置整備事業（1億5,665万円)、救急医療施設運営経費（1,221万円)など

労 働 費 3,992万円 シルバー人材センター補助事業（2,201万円）、勤労者サービスセンター事業（1,330万円）など

農 林 水 産 業 費 10億   301万円 畜産クラスター事業（4億3,021万円）、漁業付加価値向上対策事業（1億3,950万円）など

商 工 費 5,572万円 商工業活性化推進事業（2,770万円）、中小企業資金利子補給金事業（1,447万円）など

土 木 費 4,051万円 支え愛ファミリー住宅改修応援事業

消 防 費 1,272万円 空き家適正管理促進事業（1,240万円）、災害につよいまちづくり事業（32万円）など

教 育 費 1億5,812万円 幼稚園就園奨励費補助金（1億2,230万円）、競技スポーツ推進事業（1,250万円）など

　市の会計には、一般会計とは別に特定の収入で特定

の支出を賄う「特別会計」があります。特別会計は事

業の収支を明確にするため、それぞれの会計で決算が

行われており、本市では右表の５事業が該当します。

■ 特別会計決算

■ 本市の財政状況

会　計　名 歳入（Ａ） 歳出（Ｂ） 差引（Ａ－Ｂ）

国民健康保険事業 118億5,033万円 116億2,425万円 2億2,608万円

後 期 高 齢 者 医 療 12億3,447万円 12億2,457万円 990万円

介 護 保 険 事 業 111億9,523万円 109億2,124万円 2億7,399万円

公 共 下 水 道 事 業 11億9,189万円 11億4,632万円 4,557万円

下 水 道 5,952万円 5,626万円 326万円

合　　　計 255億3,144万円 249億7,264万円 5億5,880万円
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